食の安全推進アクションプラン
                                                  　策定：２０００年１２月
　食生活は、国民の健康な生活の基礎をなす重要なものであり、食品の安全に対する国民の関心もますます高まっています。
　食品衛生行政においては、食中毒の防止や、食品添加物等の安全性確保などの伝統的な課題に加え、近年の科学技術の発達に伴い、遺伝子組換え食品や、化学物質の未知の健康影響など、新たな課題が生じています。また、平成１２年の夏には、雪印乳業食中毒事故や食品への異物混入事故も多数発生し、改めて、食の安全推進の重要性が指摘されました。
  もとより、食品の安全確保は、第一義的には、生産者と販売者の責任ですが、都道府県及び政令指定都市・保健所設置市は、その監視指導の役割を担い、国は、制度づくり、基準づくり、広域問題への対応、調査研究の推進などの役割を担っており、それぞれの役割分担の下に、対策の推進が必要です。
　このような中で、厚生省としては、国民が日々健康に安心して生活を送ることができるよう、現行の食品衛生法の枠組み（食品の規格基準、表示基準、営業施設の基準、食品監視など）に基づいて、迅速かつ的確に、一層の運用強化を図っていくこととしており、今般、「食の安全推進アクションプラン」を策定し、食品衛生対策の一層の推進と、消費者へのわかりやすい情報の提供に努めることとしました。
  なお、このアクションプランは、今後、随時見直しを行っていくこととしています。
１．食品添加物の安全性確保の推進
	○食品添加物の指定は、最新の科学的知見に基づいて安全性を適切に評価して、
	

	  指定審査や見直しを行っていきます。
	

	○食品添加物の一日摂取量調査など、情報の収集等を積極的に進めます。
	

	○より一層の安全性確保のため、規格や基準の整備、見直し等を進めます。
	

	○平成７年の食品衛生法改正で経過措置として規定された既存添加物について
	

	  は、安全性に関する資料の収集、試験の実施等を進めます。
	

	○基準の設定や、調査の結果について、情報の提供・公開に努めます。
	

	
	


２．食品中の残留農薬の安全性確保の推進
	○残留基準が設定されていない農薬について、新たな基準設定（毎年２０農薬程
	

	　度ずつ）を進めるとともに、基準の見直しも進めます。
	

	○残留農薬の実態調査の手法の改良等も行いつつ、実態把握に努めます。
	

	○基準の設定や、調査の結果について、情報の提供・公開に努めます。
	

	
	

	○複数の化学物質による人への影響についても、調査研究を進めます。
	

	
	


３．残留動物用医薬品対策の推進
	○畜産動物や養殖魚に対して、病気の予防等に用いられる動物用医薬品について
	

	　は、順次、食品中の残留基準値の設定を進めます。
	

	○また、残留モニタリング検査を行っていきます。
	

	○基準の設定や、調査の結果について、情報の提供・公開に努めます。
	


４．抗生物質耐性細菌（バンコマイシン耐性腸球菌など）による
　食品の汚染の防止
	○食品中の抗生物質耐性菌（抗生物質に耐性を持つ細菌）の１つとして、ＶＲＥ
	

	（バンコマイシン耐性腸球菌：バンコマイシンという抗生物質に対して耐性を持
	

	
	

	　つ腸球菌）があります。食品の中のＶＲＥについては、今後も実態調査を進め
	

	
	

	　ます。
	

	
	

	○また、ＶＲＥが検出された輸出国に対しては、畜産食品からＶＲＥが検出され
	

	
	

	　る原因とされている抗生物質アボパルシンの使用禁止等のＶＲＥ汚染防止対策
	

	
	

	　を求めます。
	


５．輸入食品の安全性確保の推進
	○検疫所で実施している輸入食品の検査体制については、輸入件数の５％を目標
	

	　に、検査実施率の向上を図ります。
	

	○検疫所の輸入食品監視支援システム(FAINS)については、より一層の通関処理
	

	　時間の短縮化等を図ります。
	

	○輸入食品等事前確認制度や、輸出国に対する技術協力等により、輸入食品の輸
	

	　出国における衛生対策を推進します。
	

	○輸入監視業務ホームページ等により、消費者への情報提供を充実します。
	


６．食中毒対策の推進
	○広域的な食中毒事件に対応するため、厚生省と都道府県等との連携を強化しま
	

	　す。
	

	
	

	○社会福祉施設等を含め、集団給食施設の関し指導を強化します。
	

	
	

	○インターネット等を活用した食中毒情報の迅速な提供及び啓発に努めます。
	

	
	

	○食品営業施設に対する監視指導について、重点化及び効率化の観点から、監視
	

	
	

	　指導の見直しを図ります。
	

	
	


７．異物混入防止対策の推進
	○事業者への啓発普及、ＨＡＣＣＰの普及、監視指導の強化等により、食品への
	

	　異物混入の防止を推進します。
	


８．ＨＡＣＣＰ（ハサップ：総合衛生管理製造過程）の推進
	○より高度な衛生管理システムであるＨＡＣＣＰシステムの導入普及を今後とも
	

	　図ります。
	

	○評価検討会の設置や、厚生労働省の地方厚生局への事務移管も行い、承認審査
	

	　及び承認後の監視等の強化を図ります。
	


９．食物アレルギー対策の推進
	○食物アレルギーを起こしやすい食品材料の表示の義務化を実施します。
	

	○食物アレルギーについての研究や普及啓発を進めます。
	


１０．遺伝子組換え食品の安全性確保の推進
	○遺伝子組換え食品の安全性審査及び表示の法的義務化を平成１３年４月から実
	

	　施します。
	

	○遺伝子組換え食品の安全性審査は、最新の科学的知見に基づき、多くの審査項
	

	　目を設けて審査していきます。
	

	○安全性審査については、我が国は、ＣＯＤＥＸの特別部会の議長国として、国
	

	　際的な基準づくりに努めます。
	

	○未審査の遺伝子組換え食品が流通していないか、表示は正しく行われているか
	

	　検証するため、モニタリング検査を実施します。
	

	○遺伝子組換え食品の安全性についての研究を推進します。
	

	○安全性審査やモニタリング検査の結果について、情報の提供・公開に努めます。
	


１１．器具・容器包装及びおもちゃの安全性確保
	○器具・容器包装及びおもちゃに使われる化学物質については、安全性確保のた
	

	　めの調査研究を推進します。
	

	○研究の進展により新たな知見が得られた場合には、規格基準の設定等適切な措
	

	　置を講じます。
	


１２．内分泌かく乱化学物質（いわゆる環境ホルモン）の調査研究の推進
	○内分泌系への薬理作用を期待して使用された特定の医薬品のような例を除き、
	

	　内分泌かく乱化学物質が人の健康に影響を及ぼすとの確たる因果関係を示すと
	

	　の科学的知見は得られていませんが、今後とも一層の調査研究を推進します。
	


１３．食品中のダイオキシンの調査研究の推進
	○食品中のダイオキシンは、バランスの良い食事をとっていれば、耐容一日摂取
	

	　量（ＴＤＩ）を下回る水準ですが、今後とも調査研究を推進していきます。
	

	○食品中のその他の化学物質についても、調査研究を推進します。
	


１４．食品衛生の推進と情報の提供・公開
	○食の安全は、生産者・販売者の第一義的な責任を前提に、国及び地方自治体が
	

	　適切な役割分担の下で、食品衛生の推進を図ります。
	

	○省庁再編に併せて設置する地方厚生局に、食品衛生担当の組織を置き、国とし
	

	　ても一層の体制充実を図ります。
	

	○適切なリスクアセスメント（評価）に基づいたリスクマネジメント（管理）を
	

	　推進するとともに、リスクコミュニケーション（情報交換）を図りながら、問
	

	　題の未然防止の視点に立った調査研究や検査、監視等を充実します。
	

	
	

	○消費者の視点に立った食品衛生行政の推進と情報の提供・公開に努めます。
	


１．　食品添加物の安全性確保の推進
（１）　食品添加物規制の現状
・食品添加物とは（食品衛生法第２条第２項）
　食品添加物とは、食品衛生法において下記のように定義されており、保存料、甘味料、着色料等が該当します。
（食品添加物の定義）
　添加物とは、食品の製造の過程において又は食品の加工若しくは保存の目的で、食品に添加、混和、浸潤その他の方法によって使用する物
・食品添加物の指定（食品衛生法第６条）
　原則として、厚生大臣が定めたもの以外の製造、輸入、使用、販売等は禁止されており、この指定の対象には、化学的合成品だけでなく天然物も含まれます。例外的に、指定の対象外となるものは、一般に飲食に供されるもので添加物として使用されるもの及び天然香料のみです。
　従って、未指定の添加物を製造、輸入、使用、販売等した場合には食品衛生法第６条違反となります。
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・食品添加物の規格及び使用基準（食品衛生法第７条）
　食品添加物については、必要に応じて規格や基準が定めらています。
規格とは－食品添加物の純度や成分について最低限遵守すべき項目を示したものであり、安定した製品を確保するため定められています。
基準とは－食品添加物をどのような食品に、どのくらいまで加えてもよいかということを示したものであり、過剰摂取による影響が生じないよう、食品添加物の品目ごとあるいは対象となる食品ごとに定められています。
・食品添加物の表示（食品衛生法第１１条）
　原則として食品に使用した添加物は、すべて表示することが義務づけられています。表示は、物質名で記載され、保存料、甘味料等の用途で使用したものについては、その用途名も併記しなければなりません。なお、食品に残存しないもの等については、表示が免除されています。これらの表示基準に合致しないものの販売等は禁止されています。
（２）　現在、我が国で使用が認められている食品添加物の種類
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概要

ソルビン酸

不飽和脂肪酸に静菌作用があることから発見された物質で、保存料として用いら

れる。チーズ、食肉製品、漬け物等に使用が認められている。

指定添加物

キシリトール

野菜や果物に含まれている天然物で、ガム、清涼飲料水等に甘味料として用いら

れる。

クチナシ色素

クチナシの果実から得られる着色料。栗きんとん等に用いられる。

既存添加物

柿タンニン

柿の渋から得られる清澄剤。酒の製造等に用いられる。

バニラ香料

ラン科バニラの果実から得られる香料。複数の揮発性成分から構成されている。

天然香料

カニ香料

カニの身から得られる香料。蒲鉾等の魚肉練り製品に用いられる。

イチゴジュース

イチゴの果実を搾汁したもの。饅頭の着色に用いられる

一般飲食物添加物

緑茶

ツバキ科チャの葉、饅頭などの着色に用いられる。

・指定添加物

：　３３８品目

　食品衛生法第６条に基づき、厚生大臣が定めたもので、食品衛生法施行規則別表第２に収載されていま　

　す。

・既存添加物

：　４８９品目

　平成７年度に食品衛生法が改正され、指定の範囲が化学的合成品のみから天然物を含む全ての添加物

　に拡大されました。法改正当時既に我が国において広く使用されており、長い食経験があるものについて

　は、法改正以降もその使用、販売等が認められることとなり、例外的に食品衛生法第６条の規定を適用しな

　いこととなっております。そのような既存添加物は、既存添加物名簿に収載されています。

・天然香料

：　約６００品目

　動植物から得られる天然の物質で、食品に香りを付ける目的で使用されるもので、基本的にその使用量は

　ごく僅かであると考えられます。

・一般飲食物添加物

：　約１００品目

　一般に飲食に供されているもので添加物として使用されるものです。

食品添加物の例


（３）　食品添加物の安全性評価の方法
　食品添加物の安全性は、物質の分析結果、動物を用いた毒性試験結果等科学的なデータを審議し評価されます。審議の概略は以下のようなものです。
[image: image3.wmf]化学的性質の同定

無毒性量

 (

N

o-

O

bserved 

A

dverse 

E

ffect 

L

evel<NOAEL>)

の決定

　　毒性試験の結果に基づき定められる有害な作用を示さない物質の最大量
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（４）　食品添加物の摂取状況
　①食品添加物一日摂取量調査
　食品添加物を実際にどの程度摂取しているかを把握することも、食品添加物の安全性を確保する上で重要なことであり、マーケットバスケット方式を用いた食品添加物一日摂取量調査を実施しております。　
　マーケットバスケット方式とは、スーパー等で売られている食品を購入し、その中に含まれている食品添加物量を分析して測り、その結果に国民栄養調査に基づく食品の喫食量を乗じて摂取量を求めるものです。
　最近の調査結果の一例を下記に示しますが、安全性上問題ないことが確認されております。また、この調査により安全性上問題となるような結果が明らかとなった場合には、食品添加物の基準を改正するなど必要な措置を講じることとしております。
食品添加物の一日摂取量と一日摂取許容量（ＡＤＩ）との比較(1997年度）
	対象物質名
	一日摂取量
(mg)
	一日摂取
許容量　
（ＡＤＩ）
（mg/kg体重）
	成人の平均体重を50kgとした場合の一日あたりの許容摂取量(mg/日)
	摂取量のＡＤＩに占める割合（％）

	アスパルテーム
	2.64
	40
	2000
	0.13

	サッカリン
	2.88
	5
	250
	1.15

	エチレンジアミン四酢酸（ＥＤＴＡ）
	0.000
	2.5
	125
	0.00

	ジブチルヒドロキシトルエン（ＢＨＴ）
	0.0130
	0.3
	15
	0.086

	ブチルヒドロキシアニソール（ＢＨＡ）
	0.000
	0.5
	25
	0.00

	食用黄色４号
	0.549
	7.5
	375
	0.15

	食用青色１号
	0.014
	12.5
	625
	<0.01

	食用赤色２号
	0.002
	0.5
	25
	0.01

	食用赤色３号
	0.010
	0.1
	5
	0.2

	食用赤色１０２号
	0.044 
	4
	200
	0.02

	食用緑色３号
	0.000 
	25
	1250
	0.00

	ソルビン酸
	19.6
	25
	1250
	1.57


　②食品添加物分析法
　食品添加物の基準への適合性を確認するため、あるいは一日摂取量調査を行うためには、食品中の食品添加物を高精度かつ効率よく分析するための方法が必要となり、これらについても開発、改良を進めております。
　今後とも、科学技術の進歩とともに分析法のさらなる開発、改良を進めることとしています。
　
（５）　食品添加物規制の国際的整合化
　食品添加物の規格や基準については、それぞれの国の法律により定められており、各国間で相違点もあります。また、食品添加物を使用することができる食品についても、各国の食文化により違いが生じます。国際的な貿易が盛んとなり、食品の輸出や輸入が増大する中で、食品の安全性を確保しつつ、規制の整合化が国際的な課題となっており、国連食糧農業機関（ＦＡＯ）／世界保健機関（ＷＨＯ）の合同食品規格計画（コーデックス委員会）の食品添加物汚染物質部会において検討がなされています。
　加盟国からのさまざまな要望がこの部会で議論され、各国共通の基準や規格の採択を目指した検討が行われており、我が国もこれらの活動に積極的に取り組んでいます。
　また、食品添加物の安全性について国際的な評価を行う機関としては、国連食糧農業機関／世界保健機関合同食品添加物専門家会議（通称：JECFA<FAO/WHO Joint Expert Committee on Food Additives) があります。ＪＥＣＦＡは、コーデックス委員会とは独立した専門家による会議ですが、コーデックス委員会に対して助言等を行っており、科学的知見に基づいた国際的な規格や基準の策定に重要な役割を果たしています。
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（６）　今後の対策
　食品添加物の安全性については、最新の科学的知見に基づき、適切に評価する必要があり、食品添加物一日摂取量調査等今後とも情報の収集等を積極的に行っていくこととしています。
　また、食品添加物のより一層の安全性を確保するため、規格や基準の整備、見直し等を必要に応じて行うこととしており、食品添加物が安全かつ有効に使用されるための取り組みを今後とも積極的に進めます。
２．食品中の残留農薬の安全性確保の推進
（１）農薬使用の現状
　　　国内…農薬取締法（環境庁・農林水産省所管）に基づき、国内で使用される
　　　　　　全ての農薬は登録を受ける必要があり、農薬を使用する際には使用時　　期・方法を定めた農薬安全使用基準を遵守することが求められます。
　　　国外…欧米諸国においても、日本と同様に農薬の登録制度があり農薬の使用　　が規制されています。
（２）　残留農薬対策を取り巻く状況
　①国内における状況
　農産物の輸入増大、新規登録農薬の増加等に伴い、食品中に残留する農薬の安全対策は重要な課題となっています。農薬が残留する食品に関しては、食品衛生法に基づいて、適切な安全性確保のための施策を講じることが求められています。
　②国際的な状況
　国際的に流通している食品に残留している農薬の安全性に関しては、コーデックス委員会（ＦＡＯ／ＷＨＯ合同食品規格委員会）の残留農薬部会において検討が行われています。ここでは食品中に残留する農薬の許容限度に関する国際基準を定めており、我が国もこれらの活動に積極的に取り組んでいます。
（３）　残留農薬の食品衛生法上の規制
　①残留農薬基準の策定と基準違反食品の販売の禁止
  残留農薬基準は、食品衛生法第７条第１項に基づく食品規格の一つとして、食品に残留する農薬の許容限度を定めたものです。農薬・農産物毎に定められ、国内の農産物のみならず、輸入農産物にも適用されます。本基準に合致しない農産物の販売・流通は禁止されます。
　②不衛生食品等の販売の禁止
  残留農薬基準が設定されていないものについても、食品衛生法第４条に基づき、残留している農薬の毒性及びその残留量から人の健康を損なうおそれがあると判断される農産物の販売・流通は禁止されます。
（４）　残留農薬基準の策定状況（現在の残留農薬基準値についてはこちらのページをご覧下さい）　　　　　　　　　　　（注：↑リンクをhttp://www.ffcr.or.jpに張って下さい）
　①新たな基準策定の状況
  平成１２年までに２００農薬程度について基準を策定することを目標としてきたところであり、平成１２年４月現在、１９９農薬について約１３０の農産物の種類ごとに約８，４００の基準を定めています。また、平成１２年７月に１５農薬の基準について食品衛生調査会から答申が得られたところであり、現在、告示の準備を行っているところです。
　②基準の見直しの状況
  平成１０年から残留農薬基準の見直しについて検討を始めており、これまでに９農薬について見直しを終了しています。また、平成１２年７月に１７農薬について食品衛生調査会から答申が得られたところであり、現在、告示の準備を行っているところです。
　③基準策定の考え方
  食品衛生調査会は残留農薬基準策定における評価方法について検討を行い、平成１０年８月に「残留農薬基準設定における暴露評価の精密化」について厚生大臣宛に意見具申し、現在はこれに基づく評価を行っています。具体的には、幼小児、妊婦、高齢者のそれぞれの集団の摂食パターンを考慮した上で、作物残留試験成績、可食部の残留農薬に関する試験成績、加工調理の残留農薬に関する試験成績等に基づく科学的な暴露量試算方式（日本型推定一日摂取量方式）を採用することによって、より精密に暴露量を試算し、残留農薬基準を策定することとしています。
　④残留農薬分析法の開発
　残留農薬基準を策定しようとする農薬について、各農産物における残留農薬量を測定する分析法の開発を行い、残留農薬基準を告示すると同時にこの分析法を告示しています。残留農薬の基準に違反しているかどうかの検査は、原則としてこの分析法によります。
　さらに、過去に開発された分析法については、科学技術の進展に伴う見直しも実施しています。
（５）残留農薬の実態調査
　①実態調査
　　実態を把握するため、以下の調査結果を集計・整理しています。
・地方公共団体における検査結果（地方公共団体からの資料提供の協力による）・検疫所における検査結果
・厚生省における検査結果
　②マーケット・バスケット調査
　国民が日常の食事を介して食品に残留する農薬をどの程度摂取しているかを把握するために、平成３年度より国民栄養調査を基礎としたマーケット・バスケット方式による農薬の一日摂取量実態調査を行っています。
　（マーケット・バスケット調査とは）
　市場で流通している農産物、加工食品、魚介類、肉類、飲料水等のあらゆる食品について通常行われている調理方法で調理を行った後に測定された各食品に含まれている農薬量から、国民栄養調査を基礎として１日あたりに食品を食べることによって摂取される農薬量を調査するもの。
　③加工食品残留実態調査
　　　特に輸入加工食品中の残留農薬の実態を把握することを目的として、平成９　　年度から以下の加工食品について調査を行っています。
　　・平成９年度　果汁、ベビーフード
　　・平成10年度　パン、果物缶詰
（６）今後の対策
　①残留農薬基準の拡充（新規策定・改定）
　　　国内登録農薬は増加していること、また、世界的に使用されている農薬のうち残留基準が設定されていない農薬もまだあることから、これまでと同様に（１年に２０農薬程度ずつ）基準策定を進めていきます。また、現在策定されている基準の見直しについても引き続き行っていきます。
　②残留農薬の実態の把握
　　　実態調査の手法の改良について検討を行う等、今後とも残留農薬の実態の把握　　に努めて行きます。また、複数の化学物質による人への影響についても調査研究　　を進めます。
　③情報提供の充実
　　　残留農薬の実態調査結果については「食品中の残留農薬」という書籍（平成８年より毎年発行）において公表をしているところであり、引き続き情報提供を行っていきます。
　　　平成１０年に食品衛生調査会において残留農薬基準策定における暴露評価の精密化に関して審議を行った中で、残留農薬規制行政について消費者に対してよりわかりやすい情報提供が必要とされたことを踏まえ、「食品中の残留農薬Ｑ＆Ａ」を現在作成しているところです。
３．残留動物用医薬品対策の推進
（１）畜水産業における動物用医薬品等の使用の状況
 　①畜水産業に使用される動物用医薬品等とは

牛、豚、鶏などの畜産動物や養殖魚に対して、病気の治療や予防のために、抗　　　生物質、寄生虫駆除薬などの動物用医薬品や、飼料の効率の改善や影響成分の補　　　給のために飼料添加物というものが使用されることがあります。これらの飼育段　　　階で使用される抗生物質等の化学物質を動物用医薬品等と呼んでいます。
　　　　動物用医薬品等は、国によって使用されているものが異なります。例えば、肥　　　育を促進するためのホルモン剤は、米国等で使用されていますが、日本やＥＵで　　　は使用されてません。
 　②動物用医薬品等の規制

動物用医薬品のうち、抗生物質のように、特に畜水産食品中の残留に注意が必　　　要なものには、使用方法や、投与してから出荷までの期間について基準が定めら　　　れています。また、飼料添加物についても、同様な基準が定められています。
（図１：動物用医薬品の分類）
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動物用医薬品の使用基準
  使用対象動物、用法・用量及び使用禁止期間等が規定されている
（図２：飼料添加物の分類）
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               ミネラル                  亜鉛バシトラシン等
                                     　　抗生物質２２種類  
               抗酸化剤等            　　ナイカルバジン等  
                                     　　合成抗菌剤７種類  
                                     　　                
　飼料添加物の基準等（飼料一般の使用の方法の基準）
　　①対象動物、使用時期、使用量が規定されている。
　　②搾乳中の牛又は産卵中の鶏もしくはウズラへの使用が禁止されている。
　　③食用を目的としてと殺する前の７日間の牛、豚、鶏またはうずらへの
　　　使用が禁止されている。
（２）残留動物用医薬品等の食品衛生法上の規制

日本における食品中の動物用医薬品等については、食品衛生法第７条を根拠規　　　定とした告示「食品、添加物等の規格基準」の中で、「食品は、抗生物質を含有　　　してはならない」、「食肉、食鳥卵及び魚介類は、化学的合成品たる抗菌性物質を　　含有してはならない。」と規定されています。
     　抗生物質等の食品中への含有を認めないこととした理由は、抗生物質等の一般　　的な安全性の問題や薬剤耐性菌の出現によるヒトの健康に対する影響が懸念され　　たためのです。
    　しかしながら、一律に抗菌性物質の残留を禁止する規定では、物質ごとの安全　　　性に対する科学的な評価がなされていないこと、抗菌性物質以外の動物用医薬品　　　の評価を行っていないこと及び国際的整合をとる必要があることなどのため、安　　　全性評価に必要な資料が整ったものから順次食品中の残留基準値の設定を行って　　いるところです。
（３）残留動物用医薬品の健康影響の評価
  　　残留動物用医薬品の安全性評価は、食品衛生調査会において実施されています。　　　安全性評価には、動物を用いた短期毒性試験、慢性毒性試験、催奇形性試験、　　　発がん性の試験や細胞などを用いた変異原性試験、微生物に対する影響の試験等、　　様々な試験データを用いて、全く影響のない用量である無影響量（NOEL：           No-Observed Effect Level）又は有害な影響のない無毒性量（NOAEL：No-Observed 
      Adverse Effect Level）を決定します。この数値に試験を実施した動物と人との種       違いによる差や個体差を考慮し安全性係数で補正し、１日摂取許容量（ＡＤＩ：
      Acceptable Daily Intake）を決定します。ＡＤＩを基に、個々の畜水産食品ごとに       残留して影響のない最大残留基準値（ＭＲＬ：Maximum Residue Limits）を決定       します。これを基に、食品中の残留基準値の設定を行います。
（図３：動物用医薬品残留基準の設定手続きの流れ）
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（４）畜水産食品に残留する動物用医薬品等の現状

と畜場において、注射痕のある家畜や投薬歴が不確かなもの等、残留の可能性　　　がある家畜について、動物用医薬品等の検査を実施しています。　
　　　  また、畜水産物食品の動物用医薬品等の残留状況について、継続的に監視して　　　いくために、国産品については都道府県等の食品担当部局が、また輸入品につい　　　ては、検疫所が、毎年度ごとに畜水産食品の動物用医薬品等についてモニタリン　　　グ検査を実施しています。
　　　　
（５）残留食品の排除のための厚生省の施策
　①　動物用医薬品等の科学評価に基づいた残留基準値の設定を現在までの１８品目　　　について実施しています。
　②　国産及び輸入食品について残留モニタリング調査の実施
　　　国産品について、モニタリング検査の結果、基準を超えた動物用医薬品等が検　　　出された場合には、都道府県等において、当該食品が違反食品として回収される　　　とともに、農林水産部局等と連携し、残留原因の解明、生産者への指導などが行　　　われ再発防止の措置がとられます。
 　　 輸入畜水産食品については、モニタリングの結果、基準を超えた動物用医薬品　　　等が検出された場合には、違反食品は回収・積み戻し・廃棄などの措置がとられ、　　都道府県等においても必要な処置がとられます｡また､モニタリング結果を評価し、　　海外から情報収集・二国間協議を通じて得られる情報を基に今後の検査計画の策　　　定、特定の輸入畜水産物への輸入検査の強化を図るなどの措置を行っています。
（図４：残留動物用医薬品の基準の設定プロセス）
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（６）施策の実施状況
　　①　残留基準値の設定状況
　　　  平成７年から、個々の動物用医薬品等が残留した食品を摂取することへのヒト　　　への健康影響について、科学的な評価が国内外で確立したものから、ヒトの健康　　　影響がないレベルを食品中への残留基準値として設定しています。

現在のところ、のべ１８品目の動物用医薬品について、残留基準値を設定して　　　います。
	
	　○抗生物質（４品目）
	

	
	　　　オキシテトラサイクリン、スピラマイシン、ベンジルペニシリン、
	

	
	　　　オキシテトラサイクリン/テトラサイクリン/クロルテトラサイクリン※
	

	
	　○合成抗菌剤（２品目）
	

	
	　　　スルファジミジン、カルバドックス
	

	
	　○内寄生虫駆除薬（１０品目）
	

	
	　　　イベルメクチン、クロサンテール、フルベンダゾール、アルベンダゾール、イソメタミジウム、
	

	
	　　　チアベンダゾール、トリクラベンダゾール、モキシデクチン、ジクラズリル※、ナイカルバジン※
	

	
	　○ホルモン剤（２品目）
	

	
	　　　ゼラノール、トレンボロンアセテート
	

	
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※は平成１３年１月１日から施行
	


 ②残留モニタリング検査結果について
　　　１０年間の調査結果は以下のとおりです。
（表１：畜水産食品モニタリング調査結果の一覧）
国産畜水産食品モニタリング検査件数、検出数などの推移
	
	  Ｈ２
	  Ｈ３
	  Ｈ４
	  Ｈ５
	  Ｈ６
	  Ｈ７
	  Ｈ８
	  Ｈ９
	 Ｈ10
	 Ｈ11
	

	検体数
	  2,256
	  8,486
	  9,855
	 10,311
	 10,996
	 10,413
	  7,207
	 8,988
	 9,170
	 11,215
	

	検出数
	     36
	     30
	     32
	      7
	     63
	     40
	      8
	     8
	     6
	      8
	

	検出率
	   1.6%
	  0.35%
	  0.32%
	  0.07%
	  0.57%
	  0.38%
	  0.11%
	 0.09%
	 0.07%
	 0.07%
	

	検査項目数
	 10,946
	 24,477
	 45,044
	 56,209
	 63,853
	 71,592
	 55,139
	63,780
	53,733
	46,009
	


輸入畜水産食品モニタリング検査件数、検出数などの推移
	
	  Ｈ２
	  Ｈ３
	  Ｈ４
	  Ｈ５
	  Ｈ６
	  Ｈ７
	  Ｈ８
	　Ｈ９
	  Ｈ10
	 Ｈ11
	

	検体数
	  　339
	  　812
	  2,168
	　2,347
	　1,990
	  2,151
	  2,522
	 2,409
	 2,353
	 2,450
	

	検出数
	  　　0
	    　3
	    　1
	      3
	    　5
	   　 1
	      0
	     0
	     5
	     0
	

	検出率
	
	  0.37%
	  0.05%
	  0.13%
	  0.25%
	  0.05%
	   　0%
	 　　0%
	 0.21%
	     0%
	

	
	0%
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	検査項目数
	　2,710
	　4,240
	　5,723
	　7,021
	　5,767
	　6,569
	　4,094
	　5,987
	　5,058
	　4,284
	


（７）消費者への情報提供について

残留モニタリング検査結果について、とりまとめ次第、インターネット等で公　　　表しております。
　　　　また、残留基準値の設定に際しては、パブリックコメントにより、広く国民の　　　意見を伺います。また、設定の審議を行う食品衛生調査会を公開で実施し、資料　　　も公開しています。更に各設定値については厚生省ホームページで閲覧できるよ　　　うにしています。
（８）今後の対応

引き続き、残留モニタリング検査の実施してまいります。また、平成１１年３　　　月に食品衛生調査会委員長あて諮問を行った１２品目の動物用医薬品等について　　　順次残留基準値を設定するとともに、CODEXで基準値の設定されているもの等　　　について今後諮問を行い国際的整合性を保ちつつ、充実を図ることとしています。
４．抗生物質耐性細菌（ＶＲＥ）による食品の汚染の防止
（１）抗生物質耐性細菌について
　①抗生物質耐性菌とは

抗生物質とは、細菌を死滅又は増殖しないようにする効果がある化学物質で、　　　感染症の治療薬などとして使用されてます。抗生物質の発明は、多くの感染症か　　　ら人々を救い、感染症の恐怖はなくなったと思われました。
　　  　しかしながら、抗生物質を使用し続けると、その抗生物質が効かない菌（抗生　　　物質耐性菌。以下耐性菌といいます。）が生じることがあります。免疫力の弱い　　　人が抗生物質を使用すると、耐性菌以外の菌が死滅するので、耐性菌に感染した　　　場合、異常に繁殖し、重度の感染症となることがあります。このため、主に病院　　　などの医療現場において、耐性菌の院内感染（病院内で人から人に病気が移るこ　　　と）の防止対策が重要視されているところです。また、複数の抗生物質に耐性を　　　持っている菌（多剤耐性菌）も発生してます。
　②ＶＲＥ（バンコマイシン耐性腸球菌）について

耐性菌の１種であるＭＲＳＡ（メチシリン耐性黄色ブドウ球菌）に効果のある　　　バンコマイシンという抗生物質に対して耐性を持つＶＲＥ（バンコマイシン耐性　　　腸球菌）が注目されています。

ＶＲＥは、通常の健常人には何ら健康に影響はありませんが、病院内で感染症　　　の治療や予防のために抗生物質の投与をされている免疫力の弱まった人や臓器移　　　植等で免疫抑制剤を使用している人に感染すると、重篤なＶＲＥ感染症になる場　　　合があります。

米国では、1989年から1993年の５年間でＶＲＥによる院内感染が20倍に増加　　　　していると米国疾病防疫センター (CDC)により報告されています。我が国にお　　　　いては1996年春に尿路感染症の患者一例から菌交代現象として検出された腸球菌　　がＶＲＥであったことが初めて報告され、以後国内で12例の患者からＶＲＥが分　　　離されています。
　　　　なお、ＶＲＥ感染症は1999年に施行された「感染症の予防及び感染症の患者に　　　対する医療に関する法律」により届出が義務づけられています。
　　　（ＶＲＥで問題となっているのはvanＡ遺伝子を持ったＶＲＥのことで、これ以　　　外のＶＲＥについては通常問題とされていません。ここではvanＡ遺伝子を持っ　　　たＶＲＥをＶＲＥと記載します。） 
　③家畜の生産現場における抗生物質の使用について

畜産現場では、主に飼料の効率を良くするために、飼料安全法に基づき、飼料　　　に抗生物質を添加して家畜に与える場合があります。この場合、家畜の出荷まで　　　に、抗生物質を与えない期間を十分おくことにより、食肉には抗生物質の残留が　　　起こらないような措置が行われていますが、家畜の腸内に耐性菌が生じる可能性　　　があります。

日本や諸外国では、バンコマイシンは家畜に使用されていませんが、アボパル　　　シンという同じ系統の抗生物質が使用されていました。
　　　　日本では、アボパルシンの使用が平成９年３月に禁止されています。

ＶＲＥは1980年にフランスで初めて出現しました。ヨーロッパでは1974年か　　　ら鶏及び豚用の製剤としてアボパルシンが使用されており、同時期に鶏や豚から　　　ＶＲＥが検出されたことから、欧州のＶＲＥはアボパルシンの使用と関連してい　　　るのではないかいう報告もあります。

しかし、米国ではアボパルシンは使用されていないにもかかわらず、ＶＲＥに　　　よる感染症が多数報告されています。
　④食肉中のＶＲＥについて

食肉にＶＲＥが検出されるという海外の報告があることから、厚生省では平成       ８年度から、国産及び輸入鶏肉等について、ＶＲＥ汚染サーベイランス調査を行　　　っています。これまでのところ、輸入鶏肉からＶＲＥが検出されています。
        （参考）平成１０年の鶏肉の輸入量                                       
	
	
	輸入国名
	  輸入量　(計５５万４千トン)
	

	
	１
	中国
	　　  ２２万７千トン
	

	
	２
	タイ
	　    １３万６千トン
	

	
	３
	米国
	　　　１１万トン
	

	
	
	その他
	  　　　８万１千トン
	


（２）ＶＲＥの食品衛生法上の規制

ＶＲＥは、抗生物質に耐性を持っているという特徴がありますが、それ以外は、　　　人や動物の腸内に存在する腸球菌と違いはありません。このため、通常の健康人　　　は、ＶＲＥに汚染された食肉を食べても、健康上の問題が生じることはありませ　　　ん。また、ＶＲＥは、適切な加熱（70℃、１分又はこれと同等）により死滅しま　　　す。このため、鶏肉については、十分に加熱調理してから喫食するよう指導をお　　　こなっています。
（３）畜産食品中のＶＲＥの現状　

薬剤耐性菌対策の一環として、平成８年度より、「食肉中の腸球菌のバンコマ　　　イシン耐性菌に関する調査研究」（分担研究者：群馬大・医学部　池教授）を設　　　け、食肉中のＶＲＥ汚染サーベイランス調査を行っています。

平成１１年度サーベイランス調査の結果、タイ国産鶏肉（49検体中６検体）か　　　らＶＲＥが検出されました。

なお、平成９年度の同規模のサーベイランス調査においては、タイ国産鶏肉（14　　　検体中３検体）及びフランス産鶏肉（６検体中３検体）からＶＲＥが検出されて　　　おり、平成10年度においては、タイ国産鶏肉（43検体中９検体）、フランス産鶏　　　肉（４検体中２検体）及びブラジル産鶏肉（22検体中２検体）からＶＲＥが検出　　　されています。
（参考）   
               食肉中のＶＲＥ調査結果一覧（平成９～１１年度）
　　　　　平成９年度調査    　　　　              　　平成10年度調査          
	
	
	検体数
	  VRE分離検体数
	
	
	検体数
	   VRE分離検体数
	

	
	タイ
	　１４
	 ３（21％）
	
	タイ
	　４３
	 ９（21％）
	

	
	フランス
	  　６
	 ３（50％）
	
	フランス
	  　４
	 ２（50％）
	

	
	中国
	　４８
	 　　０
	
	中国
	　２３
	     ０
	

	
	ブラジル
	　３４
	     ０
	
	ブラジル
	　２２
	 ２（９％）
	

	
	アメリカ
	　１８
	     ０
	
	アメリカ
	　３２
	     ０
	

	
	輸入鶏肉　計
	１２０
	 ６（５％）
	
	ベトナム
	    ３
	     ０
	

	
	国内
	１２８
	     ０
	
	輸入鶏肉　計
	１２７
	１３(10％）
	

	
	国内
	　６７
	     ０
	


 ○平成１１年度調査                                                            
	
	（鶏肉）
	検体数
	    VRE分離検体数
	
	（豚肉）
	検体数
	     VRE分離検体数
	

	
	タイ
	　４９
	６（12％）
	
	豪州
	  １
	     ０
	

	
	フランス
	  　１
	     ０
	
	韓国
	 １４
	   　０
	

	
	中国
	　７３
	     ０
	
	米国
	 １８
	     ０
	

	
	ブラジル
	　２２
	     ０
	
	デンマーク
	　 ９
	     ０
	

	
	アメリカ
	　４５
	     ０
	
	メキシコ
	　 ９
	     ０
	

	
	輸入鶏肉　計
	１９０
	　６（３％）
	
	フランス
	　 ６
	   　０
	

	
	国内鶏肉  計
	　６０
	     ０
	
	オランダ
	   １
	     ０
	

	
	チリ
	   １
	     ０
	

	
	輸入豚肉　計
	　５９
	   　０
	

	
	国内豚肉  計
	　３０
	     ０
	


（４）厚生省の施策
　　　鶏肉からＶＲＥが検出された国に対しては、アボパルシンの使用の禁止やＶＲＥ　　の実態調査を要請しており、ＶＲＥに汚染した鶏肉等が輸入されないように努めて　　います。また、食品の耐性菌問題を検討する国際会議に参加し情報収集等を行って　　います。
　　
（５）施策の実施状況
  ①ＶＲＥ汚染実態調査結果に基づく対応
　　　平成９年度及び平成10年度の調査において、ＶＲＥが検出された国に対しては、　　ＶＲＥ汚染原因等の調査の申し入れを行っています。平成10年度調査により検出さ　　れたタイ及びブラジルでは、それぞれ、平成10年７月、平成10年10月にアボパル　　シンが禁止されました。
　　　また、平成11年度の調査においても、検出率は平成10年度と比較して減少して　　いるものの、タイ産鶏肉49検体中６検体からＶＲＥが検出されたため、本年８月24　　日にタイ政府に対し、ＶＲＥが検出された鶏肉を処理した加工場に鶏を供給してい　　る養鶏場の調査及びアボパルシンの使用禁止の徹底等のＶＲＥ対策について要請を　　行ったところです。
　②国際的状況
　　　WHO（世界保健機関）は、1997年以降、耐性菌に関する専門家委員会を数回開　　催しています。また、1999年から、食品媒介性病原細菌の薬剤耐性サーベイランス　　の非公式会議を開催しました。
　　　CODEX委員会においても、食品衛生部会、残留動物用医薬品部会、飼料部会等　　で耐性菌について検討を行っています。
（６）消費者への情報提供について
　　都道府県等に対して、ＶＲＥ汚染実態調査結果等の情報を提供しており、消費者に　　対し適切な情報提供ができるよう努めています。
　　また、調査結果等については厚生省ホームページに掲載してます。
　　　　
（７）今後の対応
　　　引き続き、食肉のＶＲＥサーベイランス調査を継続実施するとともに、調査の結　　果を踏まえ同様の対応を図っていくこととしています。 
５．輸入食品の安全性確保の推進
　みなさんが毎日、口にされる食品。そのうちの何割が日本国内で生産されたものかご存知でしょうか？　平成11年の食料需給表（農林水産省大臣官房調査課作成）を見ると、供給熱量ベースで国産のものは４０％で、残り６０％は輸入食品であることがわかります。今や輸入食品なくして国民の食生活は成り立たないといえます。
　このため、「食の安全」を確保することを重要課題の一つとして、厚生省では輸入食品の安全性確保に取り組んでいます。
（１）輸入食品の現状
　①　各年次輸入届出・検査・違反件数等（→図１http://www.mhw.go.jp/topics/ysk_13/tp0419-1g.html）
　　平成11年次における輸入届出件数及び重量は、1,404,110件、28,928,051ﾄﾝでした。輸入届出件数の7.7％にあたる108,515件の検査が実施され、948件が食品衛生法不合格として、積み戻し又は廃棄等の措置が行われました。
　②　食品分類別届出・検査・違反状況（→表１http://www.mhw.go.jp/topics/ysk_13/tp0419-1h.html）
  　平成11年次の食品分類（大分類）における輸入届出件数では、水産食品、農産加工食品が最も多く、次いで畜産食品、農産食品が続き、この４つの食品分類で届出件数全体の約５割を占めています（→表２http://www.mhw.go.jp/topics/ysk_13/tp0419-1i.html）。また、輸入届出重量で見た場合では、農産食品が最も多く、次いで農産加工食品、畜産食品、水産食品が続き、この４つの食品分類で届出重量全体の８割以上を占めています（→表３http://www.mhw.go.jp/topics/ysk_13/tp0419-1j.html）。なお、違反については農産食品が最も多くなっています。（→表４http://www.mhw.go.jp/topics/ysk_13/tp0419-1k.html）。
　③　地域別届出・検査・違反状況（→表５http://www.mhw.go.jp/topics/ysk_13/tp0419-1k.html）
　平成11年次の、輸入地域別における輸入届出件数では、アジア州が最も多く、次いでヨーロッパ州、北アメリカ州が続き、この３つの地域で届出件数の約９割を占めています（→表６http://www.mhw.go.jp/topics/ysk_13/tp0419-1m.html）。また、輸入届出重量で見た場合では、北アメリカ州が最も多く、次いでアジア州が続き、この２つの地域で届出重量の約８割を占めています（→表７http://www.mhw.go.jp/topics/ysk_13/tp0419-1n.html）。なお、違反についてはアジア州が最も多くなっています。
　④　食品分類別・条文別食品衛生法違反事例（→表８http://www.mhw.go.jp/topics/ysk_13/tp0419-1o.html）
　　平成11年次の、食品分類別・条文別食品衛生法違反については、全体として食品衛生法（以下「法」）第７条違反が最も多く、598件であり、次いで法第４条違反が217件、法第６条違反が168件、法１０条違反が43件、法第29条違反が2件となっています。　
（２）輸入食品の食品衛生法上の規制
　輸入される食品については、その安全性確保の観点から食品衛生法第16条に基づき、輸入者はその都度輸入届出を行わなければなりません。従って、輸入届出を行わない食品等については販売等に用いることはできません。
（３）輸入手続き
　①　食品等輸入届出書の提出
　　食品等を輸入しようとする場合、厚生省検疫所に食品等輸入届出書を届け出ます。届出を受け付けた厚生省検疫所では、食品衛生法に基づき適法な食品等であるか食品衛生監視員が審査や検査を行います。（図２→食品等の輸入届出の手続きの流れhttp://www.mhw.go.jp/topics/ysk_13/tp0419-1b.html）
　②　輸入届出の方法
　　輸入届出を行うための輸入届出書（図３→輸入届出書様式http://www.mhw.go.jp/topics/ysk_13/tp0419-1c.html）を作成し、輸入した港を管轄する厚生省検疫所へ届出ます。輸入届出書にある記載項目の全てを記入しなければなりません。
　③　食品等輸入届出書の検疫所における審査及び検査
　　ア　届出を受け付けた厚生省検疫所では、食品衛生法に基づく適法な食品等であるかについて食品衛生監視員が審査を行います。
　　イ　更に、審査によって、検査による確認の必要があると判断されたものは、検査命令、行政検査等の検査（表９→検査http://www.mhw.go.jp/topics/ysk_13/tp0419-1d.html）を実施し、検査結果をもとに食品衛生法に適合していることを確認します。
　　ウ　審査や検査の結果、適法と判断された食品等にあっては、届出済証が届け出た厚生省検疫所より返却され、以後通関を進めることとなります。
　　エ　不適法と判断された食品等にあっては、日本国内に食品として輸入することはできません。不適法の内容は、厚生省検疫所から輸入者に対し通知され、以後の取扱いは厚生省検疫所からの指示に従うこととなります。
（４）輸入食品の安全確保のための厚生省の施策と実施状況
　①輸入食品の監視体制の充実・強化
　　輸入食品の監視指導については、これまで食品衛生監視員の増員等を行ってきており、平成12年12月現在、13検疫所（東京、神戸検疫所にはそれぞれ2カ所の窓口を設置）、14検疫所支所、2分室の合計31カ所の海空港に264名の食品衛生監視員を配置し、輸入食品の監視を行っています。また、検査体制の充実のため、横浜、神戸検疫所に輸入食品・検疫検査センターを配置するとともに、成田空港、東京、関西空港、大阪、福岡検疫所にそれぞれ検査課を配置し、両センターとあわせて、残留農薬、動物用医薬品、食品添加物等の試験検査体制の強化を実施してきています。なお、試験検査の国際水準を維持し、検査の信頼性を確保するために、試験検査施設における業務管理についても導入しています。
　②検疫所における命令検査、モニタリング検査の実施
　　輸入される食品について、輸出国からの情報、過去の食品衛生法違反事例等を勘案して、食品衛生法違反の蓋然性が著しく高いと判断される食品等については、検査命令により確実に検査を実施することを確保し、その他の食品等については輸入食品・検疫検査センターを中心に、食品の種類毎に年間輸入量、違反率等を勘案した科学的かつ計画的なモニタリング検査を実施しています。
　③検疫所における輸入食品監視支援システム（FAINS）の運用
　的確かつ効率的な検査の実施と輸入手続のペーパーレス化を推進するため、平成8年2月に食品等の輸入手続の電算システムである輸入食品監視支援システム（FAINS）を稼働させ、以後、平成9年2月には通関手続きの電算システムである通関情報処理システム（NACCS）とのインターフェイスを、平成10年3月には食品衛生法第5条に定める食肉、食肉製品の衛生証明の電送化をオーストラリアとの間で開始しています。
　④輸入食品等事前確認制度
　　本制度は、我が国に輸入される食品等について事前に食品衛生法に適合していることを確認し、当該食品及び製造・加工工場を登録することにより、
　・食品衛生法に違反する食品等の輸入を未然に防止すること
　・輸出国の製造・加工段階からの輸入食品の安全性を確保すること
　・登録した食品等の輸入時検査を省略することにより、輸入手続の簡素化・迅速化を図ること
　 を目的としており、平成6年3月の施行後、平成12年12月現在145品目が登録されています。
　⑤輸入相談業務
　　検疫所では、輸入に関する相談を受け付けていますが、近年、消費者ニーズを反映して多種多様な食品の輸入が増えており、これに伴い輸入食品に関する相談も多く、しかも相談内容も複雑化しています。こうした状況から、特に輸入量の多い成田空港、東京、横浜、大阪、関西空港及び神戸の各検疫所に輸入食品相談室を設け、輸入手続に関する問い合わせや個別食品の輸入相談等に応じています。こうした業務を通じて違反食品を未然に防いでいます。
（６）消費者への情報提供の現状
　従来より、輸入数重量、検査件数等の輸入監視に関する統計資料については出版物等により広く公表しています。また、検疫所においても消費者向け説明会の実施や検疫所見学を受け入れており、こうした事業を通じて消費者への情報提供に努めてきました。さらに、平成12年4月からは、「輸入食品監視業務ホームページhttp://www.mhw.go.jp/topics/ysk_13/tp0419-1.html」を開設し、業務内容、検査の実施状況、食品衛生法不適格事例等について紹介しています。
（７）今後の施策
　①輸入食品の検査体制の充実・強化
　　今後とも増加するであろう輸入食品の安全性を確保するため、輸入件数の5％を目標にモニタリング検査の実施率の向上を図ることとしています。
　②検疫所における輸入食品監視支援システム（FAINS）の強化
　　今後、セキュリティーの向上を図るとともに、より一層の通関処理時間の短縮化等を図ることとしています。
　③輸出国における衛生対策の推進
　　従来より行っている輸入食品等事前確認制度を推進するほか、輸出国に対して日本の食品規制についての周知や技術協力等を通じて輸入食品のより一層の安全確保を図ります。
　④消費者への情報提供
　　従来より実施している、輸入数重量、検査件数等の統計資料の公表、説明会や見学会を通じての消費者への情報提供について引き続き推進していくほか、平成12年4月に開設した「輸入監視業務ホームページ」の内容の充実に努めることとしています。



























































































































